
 

６．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細      
 （１) 運営費交付金債務の増減の明細      
        （単位：円） 
 

交付年度 期首残高 
交付金当期交

付額 

当期振替額 

期末残高  運営費交付金収益 
資産見返運営費 

交付金 
資本剰余金 小計 

 27 年度 544,810,640 - 255,706,826 181,841,220 0 437,548,046 107,262,594 
 28 年度 659,420,170 - 426,041,781 111,192,694 0 537,234,475 122,185,695 
 29 年度 - 5,591,643,000 4,939,068,245 40,062,291 0 4,979,130,536 612,512,464 
 計 1,204,230,810 5,591,643,000 5,620,816,852 333,096,205 0 5,953,913,057 841,960,753 



 

(２) 運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細   

 ① 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細   

   
 平成 27 年度交付分   (単位：円) 

区分 運営費交付金収益 
運営費交付金の主な使途 

費用 主な使途 

業務達成基準による振替額  255,706,826 251,246,527   

  

研究開発マネジメントシステム事業関係経費 75,706,000 75,147,281 業務委託費 66,561,281 

国際事業関係経費 160,868,246 160,868,246 
業務委託費 99,000,000 

旅費交通費 19,812,125 

財務会計システム事業関係経費 19,132,580 15,231,000 業務委託費 14,995,800 

期間進行基準による振替額 - -   

合  計 255,706,826 251,246,527   

     

 

 
 平成 28 年度交付分   (単位：円) 

区分 運営費交付金収益 
運営費交付金の主な使途 

費用 主な使途 

業務達成基準による振替額  426,041,781 420,653,860   

 

AMED ホームページ改修事業関係経費 113,863,000 113,863,000 業務委託費 102,873,911 

基盤情報システム事業関係経費 26,377,305 26,377,305 業務委託費 26,377,305 

研究公正・法務事業関係経費 97,552,000 93,889,800 業務委託費 93,889,800 

知的財産事業関係経費 101,655,406 100,760,353 業務委託費 93,543,960 

研究企画事業関係経費 29,335,010 29,008,000 業務委託費 29,008,000 

国際事業関係経費 9,869,160 9,396,755 旅費交通費 7,552,353 

研究開発マネジメントシステム事業関係経費 47,389,900 47,358,647 業務委託費 44,709,264 

期間進行基準による振替額 - -   

計 426,041,781 420,653,860   

 

 

 

  



 

 平成 29 年度交付分   (単位：円) 

区分 運営費交付金収益 
運営費交付金の主な使途 

費用 主な使途 

業務達成基準による振替額  1,353,339,484 1,281,136,550   

  

研究公正･法務事業関係経費 317,524,000 289,129,842 研究委託費 278,926,510 

知的財産事業関係経費 159,947,080 159,594,775 
業務委託費 111,177,968 

旅費交通費 23,633,524 

国際事業関係経費 111,497,285 111,497,285 

賃借料 26,592,677 

人材派遣費 17,727,582 

旅費交通費 14,081,109 

研究開発マネジメント事業関係経費 129,707,697 129,707,697 
新聞図書費 84,573,083 

業務委託費 42,587,809 

革新基盤創成事業関係経費 40,750,422 40,750,422 
業務委託費 12,553,530 

旅費交通費 7,807,505 

業務経費事業に係る人件費 593,913,000 550,456,529 人件費 550,456,529 

期間進行基準による振替額 3,585,728,761 3,493,663,460 

人件費 1,934,305,257 

賃借料 535,937,760 

業務委託費 308,710,739 

公租公課 60,674,900 

合  計 4,939,068,245 4,774,800,010   

 

  



 

② 資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細  

平成 27 年度交付分    

セグメント 
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替 

振替額 主な使途 振替額 主な使途 

法人共通 181,841,220  ソフトウェア 0   

運営費交付金事業 0   0   

計 181,841,220   0   

     

平成 28 年度交付分    

セグメント 
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替 

振替額 主な使途 振替額 主な使途 

法人共通 0   0   

運営費交付金事業 111,192,694  ソフトウェア 0   

計 111,192,694   0   

     

平成 29 年度交付分    

セグメント 
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替 

振替額 主な使途 振替額 主な使途 

法人共通 25,338,451 工具器具備品 0   

運営費交付金事業 14,723,840  ソフトウェア 0   

計 40,062,291   0   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(３) 運営費交付金債務残高の明細     

     （単位：円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 使用見込み 

27 年度 

業務達成基準を採用し

た業務に係る分 
107,262,594 

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込みは以下のとおりです。 

     

 1. 財務会計システム事業関係経費が新たな財務会計システムを構築するため、 

    翌期以降に 103,000,000 円収益化予定。   

     

 2. 国際事業関係経費が、国際ワークショップ実施のため、 

    翌期に 4,262,594 円収益化予定。   

     

      

期間進行基準を採用し

た業務に係る分 
0 

      

○翌事業年度への繰越額はない。   

     

     

計 107,262,594       
      

  



 

     （単位：円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 使用見込み 

28 年度 

業務達成基準を採用し

た業務に係る分 
122,185,695 

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込みは以下のとおりです。 

     

 1. 財務会計システム事業関係経費として、   

    翌期に 3,737,695 円収益化予定。   

     

 2. 研究公正･法務事業関係経費として、   

    翌期に 32,448,000 円収益化予定。   

     

 3. 国際事業関係経費が、国際ワークショップ実施のため、 

    翌期に 35,000,000 円収益化予定。   

     

 4. 研究開発マネジメントシステム事業開発経費として、 

    翌期に 51,000,000 円収益化予定。   

     

      

期間進行基準を採用し

た業務に係る分 
0 

      

○翌事業年度への繰越額はない。   

     

     

計 122,185,695       
      

  



 

     （単位：円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 使用見込み 

29 年度 

業務達成基準を採用し

た業務に係る分 
612,512,464 

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込みは以下のとおりです。 

     

 1. AMED ホームページ事業関係経費として、   

    翌期に 37,338,788 円収益化予定。   

     

 2. 次期基盤情報システム開発経費として、   

    翌期以降に 113,000,000 円収益化予定。   

     

 3. 国際事業関係経費として、   

    翌期に 10,553,715 円収益化予定。   

     

 4. 知的財産事業開発経費として、   

    翌期に 37,000,000 円収益化予定。   

     

 5. 研究開発マネジメントシステム事業開発経費として、 

    翌期に 82,555,743 円収益化予定。   

     

 6. 革新基盤創成事業管理支援関係経費として、   

    翌期に 332,064,218 円収益化予定。   

     

      

期間進行基準を採用し

た業務に係る分 
0 

      

○翌事業年度への繰越額はない。   

     

     

計 612,512,464       


